
効果促進事業等の一括配分について

復興交付金の使い勝手を抜本的に向上し、市町村の自由な事業実施による被災地の
市街地の再生を加速するため、効果促進事業等の一定割合を一括配分する。

具体的には、
○ 防災集団移転促進事業
○ 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）
○ 市街地再開発事業
○ 津波復興拠点整備事業
○ 漁業集落防災機能強化事業

の事業費の20％を一括配分し、例えば、以下のような事業については事前の計画提出・承認
を要さず実施できることとし、市街地の再生に必要となる市町村の幅広いニーズに対応する。
（今回は３県32市町村に対し、上記事業の第１回、第２回の配分額（約2,262.7億円）の
20％である約452.5億円を一括配分）

（実施可能な事業の例）
・ 市街地整備のコーディネート費（調査費）や専門家派遣、合意形成支援（調査費）等の
市街地整備の促進に必要な調査事業

・ 権利関係調整（調査費）、盛土環境整備（事業費）等の土地区画整理の促進に必要な
事業

・ 生活・健康相談、巡回活動支援（調査費）、被災者向けコミュニティバス運行支援（事
業費）等の被災者支援事業

・ 防災行政無線や防災備蓄倉庫整備（事業費）、防災訓練（調査費）等の防災関連事業
・ 地元企業経営再建指導事業（調査費）、観光資源PR事業（調査費）等の産業立地、観
光資源開発事業
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